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２ 佐賀大学 文化教育学部 教育学・教育心理学講座 准教授
一方、地方分権化や学校の自主性・自律性確立の文脈とは別に、近年では定量的な調査を根拠として教
員の多忙化が指摘され
３
、教職員のメンタルヘルス改善の観点からは「授業準備」や「成績処理」といっ
た通常必要な業務が時間外になされていることや、児童生徒と直接的にふれあう時間の減少（と、保護者
との関わりなど教育活動以外の用務の増加など）がその背景とされている
４
。学校の自主性・自律性の確
立を進めることは学校の責任で判断し対応する事項の拡大を意味しており、これは事務・教務の両面にわ
たる業務量の増大という側面も含んでいる。こうした課題に対応する策として教員定数の拡充を求める声
は根強いが、35人学級化を狙った教員定数の改善には進展が見られていない
５
。また国・地方の財政健全
化を進める観点からは、教職員定数の拡充そのものの効率性についても懸念が示されており
６
、先行きは
決して明るくない。
こうした状況において有効な対応策が、学校運営組織の見直しとしての効率的な事務処理体制の構築で
ある。教員の「多忙化」「多忙感」の議論においても、児童生徒と直接的にふれあう時間を阻害する事務
作業の負担は課題視されており
７
、学校内で唯一の行政職員である学校事務職員を中心として学校内の事
務処理体制を確立することは有効と考えられる。しかし、小中学校における事務職員の配置は「１人」と
されているところが多く、そこに新規採用者や臨時職員などが配置されるケースも見られ、事務処理の効
率化・標準化や職員の資質向上のいずれを目的としても、十分な組織体制がとれない状況にあり、事態の
改善はなかなか進展していなかった。したがって、事務処理体制の確立を通じた効率化・標準化や学校事
務職員の資質向上のいずれの課題についても、個々の学校を単位とする組織化の前提を崩すことが必要と
なり、複数の小中学校間で学校事務職員が共同して学校事務を行う共同実施に注目が集まるようになった。
以上のような課題意識から、佐賀県においては「公立中学校事務の共同実施」が進められ、現在は全国
的に見ても先進県の一つとなっている。本稿では、こうした事務の共同実施が県の教育施策として企画・
実施されるまでの過程を明らかにするとともに、実施後明らかになった効果と今後に向けた課題について
指摘する。
２ 国での動き
事務の共同実施については、平成10年９月の中教審答申「今後の地方教育行政の在り方について」にお
ける「特定の学校に複数の事務職員を集中的に配置し、複数校を兼務させる。あるいは学校の事務を共同
実施するセンター的組織を設置する等により、学校事務・業務の共同実施を推進するための方策を検討す
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３ 国立大学法人東京大学（2007）『教員勤務実態調査（小・中学校）報告書』（平成18年度文部科学省委託調査研究報告書）
４ 文部科学省 教職員のメンタルヘルス対策検討会議（2013）『教職員のメンタルヘルス対策について（最終まとめ）』
５ 文部科学省は、民主党政権時代の平成24年９月に「公立義務教育諸学校における新たな教職員定数改善計画案」を策定
し、平成29年度までの５か年で35人以下学級を実現し、いじめ問題、教育格差解消、特別支援教育の充実などの教育課題
への対応を同時並行で推進することを計画し、政権交代後の平成25年度予算策定では「教育再生実行の基盤となる教職員
等指導体制党の整備」として教職員定数の改善を引き出している。しかし同時に、今後の少人数学級の推進については、
効果の検証を行いながら定数全般を検討する旨の「基本的な考え方」も示された。ちなみに平成26年度文部科学予算で
は、教職員配置改善分と自然減及び既存定数の合理化分を差し引きして、実質的なの定数縮減が行われている。
６ 財務省 財政制度等審議会（2013）『平成26年度予算の編成等に関する建議』。ここでは教育予算の量的拡大を求める議論
を「不毛」とし、質向上を図るべきと指摘しているほか、教員の定員増による少人数学級推進についても、政策効果の検
証を厳しく求めている。
７ 先に挙げた教職員のメンタルヘルス対策検討会議（2013）のほか、北上正行・高木亮（2007）「教師の多忙と多忙感を規
定する諸要因の考察Ⅰ」岡山大学教育学部研究集録，第134号，1-10頁。ここでは、教師の立場・役割の時期的な変遷の
中で、多忙感を規定する要因が変動することを説明しており、昭和60年代以降からすでに「児童生徒と接しない職務の負
担の増大が、授業や学級経営、生徒指導などの教師の動機付けの高い職務を行う余裕をうばっている」状況が進展してい
たことを指摘している。
ること」という提言が契機となった。平成11年４月には「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数
の標準に関する法律施行令の一部を改正する政令」（平成11年政令107号）が施行され、事務処理の効率化
に関する特別な研究が行われている学校の数等を考慮して事務職員の定数を加算することが出来るように
なり、事務職員の定数加配が始まった。
平成12年５月には、「教職員配置の在り方等に関する調査研究協力者会議」が「今後の学級編制及び教
職員配置について」において、校長・教頭・教諭等以外の職種の教職員定数を改善する際の考え方とし
て、「事務職員については、総務、財政、管財、経理、渉外等の事務に従事し、学校運営上重要な役割を
果たしているが、今後は、従来の職務に加えて、学校の裁量権限の拡大に伴い予算の効率的運用を図る必
要がある。また、教頭や教員が本来の職務に専念できるよう、これら職種が現在行っている事務処理の負
担軽減を図る必要があることから、研修等を通じて学校に勤務する事務職員の専門性を高め、さらには事
務処理の効率化、集中化を図り、事務の共同処理を推進する必要がある。」と報告した。この報告は、事
務の共同実施の推進に拍車をかけるものとなった。
平成13年度からの第７次定数改善計画では、義務標準法（公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定
数の標準に関する法律）第15条の３号として「複数の義務教育諸学校において、多様な人材の活用、情報
化の促進等により多様な教育が行われる場合に、当該学校はそのための事務処理の拠点となっているこ
と」として事務の共同実施校に教職員数を加算すること、すなわち特例加算ができる旨が定められた。事
務職員定数の「加配事由」がはっきり明示されたのである。
さらに、平成16年12月20日の中教審審議のまとめの中では、事務の共同実施を推進する必要性や共同実
施組織に事務長を置くことが出来るようにすることなど、事務処理体制の整備について触れられている。
続いて平成17年10月３日の「教職員配置等の在り方に関する調査協力者会議」報告においては、体験的学
習や問題解決的な学習を進めるには地域社会との調整が不可欠だが、家庭・地域・学校の連携協力、生徒
指導上の外部機関との連携協力を推進する中で生じる渉外事務、及び学校運営協議会や学校評議員制度の
導入、学校評価の導入、学校現場の権限拡大などによる学校事務の増大に対して、学校事務の効率化・集
中化を図るための事務の共同処理を推進することが提起されている。平成17年10月の中教審答申「新しい
時代の義務教育を創造する」では「事務の共同実施や共同実施組織に事務長を置くことを検討するなど、
学校への権限委譲をさらに進めるための事務処理体制の整備を進めることが必要である」として、初めて
小中学校での事務長制導入が検討課題として提示され、その後は事務職員の複数配置や共同実施が進展す
るのに伴って事務長制の導入が重要な検討課題になっていった。そして平成19年３月の中教審答申「今後
の教員給与の在り方について」では、共同実施の促進の理由として、事務職員が学校運営に関わって教員
が抱える事務負担を軽減し、教員をサポートすることを挙げ、資質向上のための事務職員研修の充実と、
大規模な学校や事務の共同実施組織に事務長（仮称）を置くことが提唱された。
このように学校事務の処理体制の整備が提言される一方で、学校の組織マネジメントも重要視されるよ
うになり、平成20年４月からは副校長や主幹教諭といった新しい職の設置が可能となった。この動向は学
校事務の側面にも及び、学校の組織マネジメントを確立するという観点からも事務長制の検討がさらに進
むことになった。そして、平成21年４月に施行された学校教育法施行規則で「校長の監督を受け、事務職
員その他の職員が行う事務を総括し、その他事務をつかさどる」ものとして、事務長を置くことができる
ことが新たに規定された。
以上のような国の動向のもとで学校事務の組織化は検討が進められたが、もともと学校事務職員は県費
負担教職員制度のもと、市町村職員としての身分を有しながら、その任命権は都道府県教委が有している
という、若干特殊な位置づけとなっている。また、制度上は国の法令に根拠があるものの、それを命ずる
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のは市町村教委であるという構造となっている。こうした人事制度上の位置づけを反映し、事務長の任命
においても都道府県教委と市町村教委の事前協議が求められ、双方によって事務長を命ずるという形を取
る必要が生じている。こうした調整の余地を残してはいるものの、校長を補佐し、組織マネジメントにた
ずさわる職として、新たに事務長が誕生することになった。
３ 佐賀県の動き
⑴ 共同実施の研究
では、佐賀県では国の動向を受けて、どのような検討と実践が行われてきたのだろうか。
上述した国の加配を受け、平成11年４月からいち早く事務処理作業の効率化を目指したのが、小城町
（当時）であった。集中・共同処理ができる業務を選別し担当制にしたほか、資質向上のために職場内研
修（OJT）を活発に行うなどの取組をスタートさせた。事務処理作業を効率化して職務領域を広げるた
め、各校に共通するような事務処理を１校又は数校に集中させるほか、連絡会議を定期的に開催して各校
間の連携を深め、共同実施の成果向上を図るなどの研究を通じて共同実施が始まった。しかし、まだこの
時点では県教委、市町教委、校長等における事務の共同実施の認知度は低く、その後の方向性も不確定な
状況であった。すなわち、平成10年９月の中教審答申「今後の地方教育行政の在り方について」に挙げら
れた「複数の事務職員からなる事務共同センター」か、現在採用されている「事務の共同実施体」のどち
らにするかも決定していなかったのである。児童生徒の教育をする上で、学校現場には一人でも多くの目
が必要であることを考えれば、その後共同実施に舵を取ったことは賢明な判断であったと言えよう。
その後、平成13年度からは事務の共同実施の研究のための国の加配も増え、県内でも共同実施に対する
機運が盛り上がった。平成17年度には20地区99校（未実施校169校）、平成18年度には24地区129校（未実
施校138校）、平成19年度には31地区185校（未実施校81校）と実施状況は拡大し、徐々に機が熟していっ
た。当初は一部の熱心な共同実施の推進者が進めているといった状況もみられたが、事務処理作業の効率
化などの面で共同実施の実践研究が成果を挙げていることもあいまって、共同実施に取り組む地区も増
え、その広がりを受けて市町教委、校長等の認知度も高まっていった。しかし、各市町の共同実施の取組
姿勢にはバラツキがあり、またその実施内容も様々で種々の共同実施の組織が存在していたこともまた事
実であった。
⑵ 佐賀県公立小中学校事務改善検討委員会の設置
そこで、平成19年３月には、佐賀県公立小中学校事務改善検討委員会を設置し、「将来にわたる学校運
営の諸課題に対応し、効率的な学校運営の推進を図り、県内の複数の公立小中学校における事務・業務の
共同実施、事務職員の資質向上など学校事務改善に関する調査、研究」
８
に着手した。
その中では、まず公立小中学校の学校事務の抱える課題が整理された。事務職員が通常一人配置である
ことから、①学校規模等により事務職員一人当たりの事務量に大きな差があること、②学校事務職員の経
験等により学校ごとに業務範囲が異なること、③校内に事務指導が出来る職員がおらず、職場内研修
（OJT）が難しいこと、④学校事務の改善について、学校内外で協議する場が少ないこと、⑤学校事務職
員の所掌事務が法令上具体的に規定されておらず、市町、学校ごとに業務範囲が異なること、などの問題
が挙げられた。
一方、全県的な共同実施によりもたらされる効果も整理され、①共同実施校に在籍する複数の事務職員
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８ 佐賀県公立小中学校事務改善検討委員会（2008）『佐賀県における公立小中学校の事務の共同実施について（まとめ）』
において事務や会議が実施される中で中核となる職員が位置づけられ、その職員を中心とした組織化が図
られること、②組織化の進展が、市町ごとに異なる財務、服務に関する規則、規程等の標準化を図る際の
土台となり得ること、③統一した規則や規程がマニュアル化されると、共同実施組織の中に職階が芽生
え、県立学校や知事部局との間での人事が可能となり、職員育成にも一定の効果が期待できること、④こ
うした公立学校事務職員の組織化が、最終的には、学校運営自体の効率化に寄与し、教員の業務の効率化
ひいては、公教育全体の効率化にもつなげることが可能であること、などが挙げられた。
さらに、検討委員会を設置する上での課題意識も整理された。まず、共同実施そのものは、県教委もそ
の必要性に着目しており、平成18年度までに12市町で実施されている。しかし、共同実施の内容や範囲に
地区間でのバラツキがあり、それが中核となっている事務職員の資質や熱意に左右されるものとなってし
まっている状況にあることが挙げられた。次に、知事部局のように体系化された研修がなく、事務主任の
発令も地教委の事情に左右されているなど、学校事務職員の育成、資質向上を図る上でも課題があるとさ
れた。この状況を改善していくためには、地教委と県教委がこうした問題に対する共通の認識を持ち、共
同実施をより効果的なものとして発展させ、さらには学校事務職員の組織化、資質向上によって、公立小
中学校の運営の効率化や活性化を目指していく必要があり、市町教育長会、校長会、教頭会など地教委の
代表者との協議、意見交換を図りながら、一つ一つ課題を克服していくための組織として、当検討委員会
の設置が必要であるということを指摘している。
４回の事務改善検討委員会を経て得られた検討結果は、下記の５点に集約された。①平成20年度から全
県的に事務の共同実施を行う予定で作業を進める。②共同実施のスタイル及び規模については、各市町等
の実情に応じた判断による。但し、一定の規模がないと効果が現れにくいことを考えると、ある程度の学
校数を確保することが望ましい。③共同実施主任の発令については、市町教育委員会で行い共同実施組織
の構成員の中から一人を任命する。④諸手当の認定権の権限委譲及び研修については、共同実施の実態を
踏まえ今後検討を行う。⑤全県的な学校事務の共同実施を行うに当たり、県教委が当面整備すべき諸規程
は「佐賀県小中学校事務共同実施要綱」であり、市町教委の学校管理規則等の改正のための例示としては
「小中学校管理規則の改正（例）」「共同実施組織運営規程（例）」「共同実施協議会設置要綱（例）」が挙げ
られる。
事務改善検討委員会は平成20年３月に「佐賀県における公立小中学校の事務の共同実施について」を取
りまとめた。この中では、学校事務の共同実施が必要とされる理由を整理している。それによると、現在
の学校は、学力向上、いじめ、不登校、発達障害を含む特別支援教育、食育、子どもの安全の確保など
様々な課題に直面する一方で、教員は直接子どもと向き合う教育活動のほか各種会議、打合せ、報告等の
作成など様々な業務に従事している状況にある。また、学校を取り巻く財政状況も厳しい歳出抑制等が求
められている。さらに学校への要求や期待は多様化しており、このような中で事務職員には、効率的な事
務処理はもとより、行政職としての学校サポートや事務の移行を通じた教員のサポートが一層求められて
いる。そこで、公立小中学校の学校事務の抱える課題を克服し、学校の組織としての力を強化していくた
めには、学校事務の共同実施の推進が有効であるとまとめている。
その後は平成20年度から共同実施を開始するため、各教育事務所、各市町教育委員会並びに各校長及び
教頭を対象として県内５カ所で説明会を実施し、関係者への周知を図るとともに、平行して関係諸規程の
整備を行った。
市町教委及び校長等の説明会では、①共同実施をすることで事務職員が一定の学校に集中し、いなくな
る学校はないのか、②地区によって違う業務をするのでは、共同実施をする意味がないのではないか、③
教員の学校徴収金の業務をすぐに任せても良いか、④本格的な共同実施が始まると、研究加配はなくなる
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のではないか、⑤学校運営室長の権限や手当は、辞令書は誰が出すのか、⑥共同実施の学校数は、市町教
委の判断なのか、⑦小学校１校、中学校１校でも共同実施をする必要があるのか、といった質疑が出され
たが、いずれも共同実施の導入を前提とするものであった。ちなみにそれぞれの質疑に対する回答は、①
事務センターを想定した組織化は行わない、②共同実施の導入当初は、地区間である程度のバラツキが生
じるのは仕方ないと考える、③共同実施が軌道にのるまでは、教員が徴収金の管理をするのがよいと思
う、④研究加配がなくならないよう、国に要求したい、⑤学校運営室長とは、校長の監督下で共同実施組
織の業務に責任を負う者であり、辞令は市町教委が発令する、⑥共同実施の実施は市町教委の判断が前提
であり、スケールメリットを考慮した判断を求めたい、⑦小規模でも共同実施で行った方がよい業務には
取組を期待するほか、隣接市町の学校との共同実施も考慮して欲しい、といったものであった。
⑶ 全県あげての共同実施
こうして平成20年度からは「佐賀県公立小中学校事務共同実施要綱」に基づき、県内20市町のすべて
（44地区267校）で、全県的に学校事務の共同実施が始まった。共同実施組織の特徴としては、各組織の名
称を「学校運営支援室」としてそこに室長を配置し、より積極的に学校運営を支援する機能を重視・強調
したことが指摘できる。
共同実施によって取り組む業務には、①共同処理による事務の効率化として「学校間の備品の共同利用、
共同購入による経費削減」「地域イベント等の行政情報の収集及び整理」「法改正等職員周知をするための
資料の作成」「施設設備の相互点検による安全性の向上」が挙げられたほか、②事務処理システム開発等
による効率化、③市町教委内での統一した各種事務処理マニュアルの作成等による、事務処理の標準化
（例：財務、学校徴収金等マニュアル、校外活動や外部講師依頼等に関する事務処理マニュアル）、④学校
規模に起因する事務量の平準化、⑤経験が浅い職員等への指導、職員の資質向上、などが挙げられた。
そして、平成20年度佐賀県教育の基本方針にも、豊かな学びを支える教育環境の充実のため「学校運営
の改善・強化のため、事務の共同実施を推進する」ことが施策として掲げられた。
とはいえ、全県あげて共同実施を導入するに当たっては、各市町の実施状況に大きな差があることに鑑
み、共同実施に期待する取組・効果等について導入期から３つのステージに分けて考えることとした。こ
のうち「ステージ１」は事務の効率化、事務処理の標準化、事務量の平準化及び職員の資質向上等が期待
される段階とした。「ステージ２」はステージ１に加え、事務の移管による教員のサポート等が期待され
る段階とした。そして「ステージ３」はステージ１、２に加え、学校管理運営への積極的な参画、市町教
育委員会との連携強化等が期待される段階である、とした。
続く平成21年度の事務改善検討委員会では、諸手当（通勤、住居、扶養）認定権を県教委から市町村教
委へ権限委譲し、共同実施の中心校の校長に決裁権を付与することを決め、翌平成22年度から実施するこ
ととした。また、事務業務の統一化を図るため、平成12年に策定していた「市町立小中学校事務職員の標
準的職務一覧表」を改定し、職務内容に「学校運営に関すること」を加えるとともに、共同実施組織にお
ける職務一覧表により室長等の役割を明確にした。
そして事務改善検討委員会は、これらの検討を最後とし、平成21年度末にはその役割を終えたとして廃
止されることになった。
またこの年から、県教委は共同実施の円滑な運用のため、権限委譲フォローアップ事業の巡回指導や学
校運営支援室長の意識改革のための研修会のほか、校長や市町教委に対する研修会を実施して、共同実施
制度等の周知を進めた。とはいえ、これまでの実践と研究の積み重ねがあったため、平成20年度の全県実
施時にはすでに共同実施の認知度も高く、移行はスムースに進められた。これと呼応して、県費の手当に
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関する認定事務の誤りについても、学校運営支援室長としての責任感のもとでチェックが可能になったこ
とが功を奏し、減少してきていた。
上記施策のうち権限委譲フォローアップ事業とは、県教委教職員課の給与係が学校運営支援室から１校
を選び、１校につき２時間程度、権限委譲した諸手当の関係帳簿の確認を行うとともに意見聴取を行うと
いうものであり、平成25年度まで継続的に実施されていた。平成22年度の意見を見ると、その成果とし
て、教員の負担軽減のため、校納金の集金事務に積極的に取り組んでいることや、給食費、学校徴収金に
ついては口座振替を導入し、未納者が減ったことなどが挙げられていた。そのほかにも、チームで業務に
あたるため、業務の正確化・効率化につながっているのに加え、備品の共同購入や共同利用などを通じて
効率的かつ有効な活用ができていること、権限委譲により迅速な処理ができるようになったことなどが指
摘されていた。加えて、職員についても一人ひとりの業務に対する意識が高くなり、資質向上につながっ
ていることや、若手の職員に対する指導サポートができるようになったといった成果も指摘されていた。
しかし、そうした支援室がある一方で、課題を挙げる意見も見られた。具体的には、①教員の負担軽減
として教育支援まで手が回らないことや、市町教委や校長等の理解や協力が不十分である点、②業務につ
いては支援室長の負担が増えたほか、最終的な認定権限が校長にあることから、最終的な処理を行うため
には学校への持ち帰りが結局求められ、煩雑になっている点、③職員については、新採、臨時的任用職員
のサポートに追われ、管理職向けの制度改正等についての研修会や、手当認定などの基礎的な研修会を実
施して欲しい点などであった。これを見ても共同実施が始まって２年目までについては、まだ、それぞれ
の事務職員の意識の違いが見て取れるのである。
⑷ 管理職事務長の配置
平成21年４月の学校教育法施行規則改正により、新たに小中学校に事務長が設けられたことは既に述べ
た。これまで、高等学校の事務長の役割は「校長の監督を受け、事務をつかさどる」と規定されていた
が、高校を含め、小中学校の事務長について「校長の監督を受け、事務職員その他の職員が行う事務を総
括し、その他事務をつかさどる」と規定されるようになった。ここで使われている「総括」という表現
は、共同実施組織の中で、一つの学校で完結していた仕事、すなわちそれぞれ別の学校の校長の監督を受
けている職員の仕事をまとめるという意味で使われている。つまり事務長には、異なる学校に配属されて
いる事務職員の仕事を束ね、まとめる仕事も期待されているということになる。そして、これに「監督」
の仕事を加えたのが管理職事務長ということになり、事務長が学校経営において果たす役割については、
法令上も身分上も明確になった点が指摘できる。
そこで、平成22年度には、この改正により設置が可能となった「事務長」と昭和40年度から導入してい
た、県教委が任命する「事務長」との整合性を取るため、それまでの事務長の名称を「事務主幹」へと変
更した。その上で、平成23年度からは選考試験を実施して、管理職である事務長を新たに配置し、支援室
の機能強化を図ることとした。この制度では、中心校の事務長が連携校の事務長を兼務することとし、こ
うした制度の整備に伴って平成22年度からは中心校の校長が担当してきた諸手当（通勤、住居、扶養）の
認定権を事務長に移した。この任命により、これまで以上に学校運営室長の責任感も大きくなったほか、
事務の流れが整ったことで手当認定事務の誤りも飛躍的に減少することとなった。
このようにして新たに設置された管理職事務長は、連携校を訪問して指導・助言を行うのみならず、学
校の運営にも関わることも多くなっている。また、事務長は連携校の校長から学校事務に関する相談を受
けたり、市町教育委員会からの指示を直接受けたりすることも出来るようになった。加えて管理職として
の位置づけを得たことにより、市町費職員の服務の監督権も付与されることとなり、いっそうの事務の組
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織化が進む結果となった。
⑸ 統括事務長の配置
上記のように管理職事務長を配置したことは、事務の組織化に向けたいわば「縦の糸」といえるが、こ
れに対する「横の糸」として、平成25年度からは、統括事務長の配置を進めることとなった。平成24年10
月から、佐賀県では教育事務所を５カ所から２事務所と１支所に再編したが、旧教育事務所単位に５人の
統括事務長を配置し、地域内にある学校運営支援室の取りまとめや指導・助言及び学校運営支援室間の連
絡調整を行っているほか、研修を実施するなど事務職員の資質向上等についても指導的な役割を担ってい
る。また、広域的な調整を行うにあたっては市町を越えた調整業務を担うことも想定されるため、統括事
務長については教育事務所の副所長を兼務するという形をとることとした。
統括事務長の主な職務としては、①地域内の学校運営支援室の取りまとめ及び業務内容の調整、指導助
言、②学校運営支援室長の指導・育成、③事務職員の研修体制の充実と資質向上、④非常災害時における
情報共有・対応、⑤教育庁等への施策の提言、などが挙げられている。
⑹ 現在の共同実施状況
こうした導入過程を経て、現在では県内20市町のすべてを44学校運営支援室に分けており、今年度（平
成26年度）は37人の事務長と５人の統括事務長が配置されている。現在の運営組織を規模の面から言え
ば、３〜11の連携校で構成される学校運営支援室ごとに事務長が配置され、それらをまとめた事務共同実
施協議会を設置している。また、学校運営支援室を構成する連携校の事務職員は、相互に兼務発令を行っ
ている。ちなみに事務共同実施協議会は教育委員会の教育長、課長及び担当者、中心校の校長、学校運営
支援室長、教頭の代表で構成され、協議事項として①学校運営支援室の運営に関すること、②学校運営支
援室の調整に関すること、③その他共同実施に関することの３点を協議事項としている。そして、５地域
に統括事務長を配置し、教育事務所の副所長と併任としている。こうした特性を生かし、統括事務長の業
務としては市町を越えた①学校運営支援室の広域連携による業務推進、②課題等への取組の推進、③事務
勝因の研修体制の充実及び資質向上、などが業務となっている。
⑺ その他の資質向上策
これまで、佐賀県では知事部局職員と学校事務職員を独立して採用しており、小中学校事務職員と県立
学校事務職員は新採時の配置によって決まることが多く、人事異動による交流もわずかであった。そこ
で、比較的キャリアが浅い時期に両方の事務を意図的に経験させ、学校事務職員の資質向上と円滑な職務
遂行能力を養うことを目標に、平成12年度からは原則３年間の人事交流を行ってきた。
そして、これまでの一連の改革を通じ、小中学校においても県立学校と同じ管理職事務長が設置される
ようになったため、小中学校と県立学校の事務長も人事交流が可能となった。実際、平成25年度からは事
務長の交流人事も進められている。
さらに、平成25年度からは学校事務職員と知事部局職員の採用を一元化しており、学校が県職員にとっ
ての「ひとつの配置先」と位置づけられるようになった。実際、平成25年度には県立学校のみの配置で
あったが、平成26年度には、６人の新規採用職員を配置している。この採用の一元化に先立つ形で、知事
部局職員を学校に配置するという人事交流も行われており、平成26年度からは、小中学校に５人が人事配
置された。
これらも共同実施による成果の一つとなっている。
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４ 共同実施の現状と問題点
共同実施が開始される前は、一部の推進者以外は、共同実施によりもたらされる効果に対し半信半疑で
あった。特に共同実施の全県実施を翌年に控えた平成19年度は、その制度的裏付けがないことに加え、実
施形態のモデルはあるものの各地区で工夫が求められるという状況にも直面し、事務職員の間には強い不
安感が見られた。
また共同実施組織としての学校運営支援室についても、平成20年度当初は先行実施していた地区を除く
多くが手探りの状態であり、市町教委、校長、教員と学校事務職員とでも、認識のずれが目立った。その
ような中、もともと各学校に「１人」として配置されるのみであった学校事務職員が学校運営支援室とい
う組織を得たことは、学校事務職員間で意識の共有を進める上でも大きな意義を有していた。また平成11
年度から漸進的・継続的に実践研究が積み重ねられてきたために共同実施の経験者も多く、共同実施の未
実施地区においても、異動等で共同実施を既に経験している事務職員が１人は配置されているという状況
がつくられていた。これらのことは、改革の当事者である事務職員が先行き不安の中で大きな抵抗感を持
つといった事態を避けることに寄与していた。
その後は、平成20・21年度にわたる各学校運営支援室内での学校事務職員の協議により、各支援室が行
うべき業務内容も整理され、実践が軌道に乗ってきたほか、これによって市町教委や学校の教員等の理解
もさらに進んでいった。さらに平成22年度には、県費の諸手当（通勤、住居、扶養）認定権を中心校の校
長におろしたことにより、県の監査や市町の監査を受けながら、室長の認識が変化していくことになっ
た。平成23年度の管理職事務長制の導入では、諸手当の認定権が室長である事務長に委任されたことで、
これまで以上に認定事務における事務長の責任が増した。また他の職員に対する働きかけも「調整及び指
導助言」が「調整及び指導監督」へと変化したことで、各室員が本務校で行う事務処理の進捗状況を把握
し、事務処理が的確に行われるよう指導助言するといった役割が明確に与えられることとなった。これま
での共同実施の蓄積がなければ、この制度導入はなかったという認識とあわせて、各事務長が組織化に
伴って発生した責任をしっかり受け止めるようになったことが指摘できる。また管理職事務長は、学校運
営支援室長として勤務校所在地とは異なる市町に関わることもあるため、財務規則等などの違いに即座に
対応する必要があるという役割認識も浸透するようになった。
管理職事務長の設置で変わった点は、①県費３手当（通勤、住居、扶養）の認定権が事務長になった
点、②支援室内の連携校の配当旅費の調整を事務長の判断で行うようになった点、③市町費予算に関する
事務長専決額が設定された市町が出てきた点、④市町費職員の服務監督の決裁の一番目となった点、⑤学
校における各種委員会に参加するようになった点、などが挙げられる。何より大きく変わったのは、共同
実施体が組織化されたことと、県教委、市町教委や校長が共同実施及び管理職事務長を高く評価するよう
になったことである。
また、これまでの体制では、県費負担の事務職員は異動で勤務する市町が変わると業務内容も大きく変
わってしまっていたが、一連の組織化を通じて、その職務内容も統一できる部分が飛躍的に拡大した。ま
た、これまでは、各事務職員が勤務している市町でキャリアを築いても、異動してしまうと他の市町では
そのキャリアやノウハウが通用しなくなるという事態が見られたが、職務が標準化する中で管理職という
肩書きが与えられたことにより、どこの市町へ異動しようと組織の中で責任ある役割を担うことができる
ようになった。さらに、県立学校の事務職員と同じ職階となったため相互の異動や研修もスムースに行え
るようになった点も大きな成果といえよう。
統括事務長の設置で大きく変わった点は、①県教委との定期的な協議が出来るようになった点、②県教
委主催の事務職員研修会を企画・実施するようになった点、③県全体の学校事務研修プログラムづくりを
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行うようになった点、④統括事務長が地域全校の予算執行状況を確認している点、⑤県全体の旅費調整な
どを統括事務長の判断で行っている点、などが挙げられる。
いずれにしても、共同実施がうまくいくようになったのは、職員一人ひとりが、自らが出来ることをし
ておけばよいという意識から、組織として仕事をしていこうという意識に変わったことである。
現時点においては、学校事務職員の新しい組織体制を得て、一人ひとりがやる気を持って取り組んでい
るが、この状態をいかに維持していくか。共同実施のもう一つの目的である学校事務職員が学校運営に関
わっていくという部分を、さらに充実発展させていくかが問題である。
５ おわりに
以上のような経緯のもと、佐賀県における公立小中学校の事務は組織化が進められた。国での動き（教
育行政の地方分権、学校の自主性・自律性確立）を受けて検討が進められたものであったが、他県に比し
ても事務の組織化については「先進県」といえる状況にまで進んでいる。
事務を組織的に処理するという「共同実施」の開始を契機に、組織的な事務処理が進展することで「ど
こまでが事務職員の業務か」「どういった事務の進め方をするのか」といった業務の標準化が促された。
このことは事務の効率化を導いただけでなく、新任事務職員が身につけるべき技能や知識（もしくは一定
期間の経験を経た事務職員が強化すべき技能や知識）について、内容や水準の体系化を可能としたため、
学校事務職員の組織的・計画的な人材育成が可能となった。
また事務処理の組織化を進めることで、組織単位ごとの責任体制も求められるようになった結果、管理
職事務長や統括事務長の設置が、根拠をもって進められるようになった。加えて、こうした組織体制の整
備がさらなる権限委譲（たとえば県費３手当の認定権限の委譲や、支援室を構成する学校間での旅費調整
など）を可能とし、結果として学校に配分された資源を機動的・効率的に活用できる体制整備が加速した
という点も指摘できる。
学校事務の組織化は上記のような成果をもって進んできたが、その隠れた特徴の一つに「県費負担職員
が市町村費をハンドリングする」という点が挙げられる。すなわち県費の手当等を除いた学校運営にかか
る予算は、設置者管理主義の原則に従えば市町村費によっており、その使用に際するルールも設置者たる
市町村が規定すると考えるのが自然である。しかし事務の共同実施の過程においては、そうした市町村の
枠を越える形で事務処理の標準化が進められており、今後、教育政策について積極的に発信する市町村
が、自らの設置管理する学校の予算や事務についても発言や関与を強めた場合、広域的な標準と市町村の
教育施策との間に齟齬や軋轢を生じる可能性も含まれている。
教育行財政研究上、佐賀県における「学校事務の組織化」は、都道府県レベルの権限強化（すなわち県
レベルでの事務標準化や「県職員」としての事務職員組織化）と学校の自主性・自律性確立（すなわち学
校予算の機動性・効率性向上を通じたマネジメント強化）が同時に進んだ事例といえる。一方で、教育行
政領域での分権化としては市町村単位への権限委譲（設置者管理主義の実現として市町村立学校への関与
を強めること）も無視できず、既に「教育改革の町」を標榜するような市町村があることも知られてい
る。佐賀県における学校事務の組織化のような試みが、市町村レベルにおける教育行政の独自性とどのよ
うな関係を描くのかは、教育行政における分権化を今後考察する上でも非常に興味深い。佐賀県ではまだ
そうした事例はみられないものの、今後他県においても学校事務の組織化が進展した場合、市町村レベル
の教育政策との間で調整問題が発生することも十分考えられる。共同実施の進展が教育行政の地方分権に
何をもたらすのか、今後の動向を注視しつつ研究を進めたい。
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